
表１貸借対照表の要旨（平成１７年３月３１日現在、単位：百万円） 

固定資産
有形固定資産
土地
建物構築物
工具器具備品運搬具
図書
その他

無形固定資産
流動資産
現金及び預金
未収金
有価証券
棚卸資産
医薬品及び診療材料
その他 

資産の部 負債及び資本の部 
金額 金額 科目 科目 

87,454

87,404

44,864

28,423

10,796

2,837

484

50

12,586

8,638

2,347

1,149

5

445

2

固定負債
資産見返負債
長期借入金
その他

流動負債
運営費交付金債務
寄附金債務
１年以内返済予定借入金
未払金
その他 

負債合計 
資本金
資本剰余金
利益剰余金
資本合計 

39,075

6,300

32,059

716

13,615

677

4,912

3,585

3,710

731

52,690

46,745

－148

753

47,350

資産合計 100,040 負債及び資本合計 100,040

表２損益計算書の要旨 
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日　単位：百万円） 

経常費用 
業務費 
教育経費 
研究経費 
診療経費 
教育研究支援経費 
受託研究費、受託事業費 
人件費 

一般管理費 
財務費用 

経常収益 
運営費交付金収益 
授業料、入学料、検定料収益 
附属病院収益 
受託研究、受託事業等収益 
施設費収益 
寄附金収益 
資産見返負債戻入 
財務収益 
雑益 

経常利益 
臨時損失 
臨時利益 
当期純利益 
目的積立金取崩額 
当期総利益 

35,134

32,056

1,503

1,650

9,117

140

1,090

18,556

2,406

672

35,174

14,250

4,496

13,232

1,114

33

825

1,046

-

178

40

1,898

2,611

753

0

753

金額 科目 

   

国
立
大
学
法
人 

会
計
基
準
の
特
徴 

 

運
営
費
交
付
金 

　
国
か
ら
運
営
費
交
付
金
を
受
領
し
た
と
き

は
、運
営
費
交
付
金
債
務
と
し
て
負
債
計
上

し
、業
務
実
施
の
進
行
に
合
わ
せ
て
、収
益
化

す
る
仕
組
み
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
国
立
大
学

法
人
で
は
、原
則
と
し
て
時
の
経
過
に
伴
い

業
務
が
実
施
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
期
間
進

行
基
準
に
よ
っ
て
い
ま
す
が
、一
部
の
費
用
に

つ
い
て
は
、業
務
の
実
施
に
伴
っ
て
処
理
す
る

成
果
進
行
基
準
、費
用
の
発
生
額
に
よ
っ
て

処
理
す
る
費
用
進
行
基
準
が
用
い
ら
れ
て
い

ま
す
。 

 

固
定
資
産
を
取
得
す
る
場
合
、研
究
機
器
等

の
償
却
資
産
の
場
合
は
資
産
見
返
勘
定
で
あ

る
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
に
、土
地
、美
術

品
な
ど
の
非
償
却
資
産
の
場
合
は
資
本
剰
余

金
に
振
り
替
え
ま
す
。
資
産
見
返
運
営
費
交

付
金
は
、減
価
償
却
処
理
を
行
う
都
度
減
価

償
却
費
と
同
額
を
取
り
崩
し
て
収
益
化
し
、

損
益
を
均
衡
さ
せ
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。 

授
業
料 

　
当
該
年
度
に
係
る
授
業
料
は
、授
業
料
債

務
と
し
て
負
債
計
上
し
、運
営
費
交
付
金
と

同
様
の
会
計
処
理
を
行
い
ま
す
。 

施
設
費 

　
国
か
ら
の
施
設
費
は
、預
り
施
設
費
と
し

て
負
債
計
上
し
、建
物
等
の
対
象
資
産
の
取

得
時
に
資
本
剰
余
金
に
振
り
替
え
ま
す
。
当

該
資
産
が
教
育
研
究
に
用
い
ら
れ
る
場
合
、

収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
た
め
、後
述

の
「
減
価
償
却
処
理
の
特
例
」
に
よ
り
、資
本

剰
余
金
を
直
接
減
額
す
る
会
計
処
理
を
行
い

ま
す
。 

寄
附
金 

　
使
途
が
特
定
さ
れ
た
寄
附
金
は
、預
か
り

寄
附
金
と
し
て
負
債
計
上
し
、使
途
に
即
し

て
費
用
が
発
生
す
る
都
度
、そ
の
同
額
を
収

益
化
し
損
益
を
均
衡
さ
せ
ま
す
。
固
定
資
産

を
取
得
す
る
場
合
は
、運
営
費
交
付
金
と
同

様
の
処
理
を
行
い
ま
す
。 

減
価
償
却
処
理
の
特
例 

　
教
育
研
究
に
用
い
る
た
め
、減
価
に
対
応

す
べ
き
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
償
却

資
産
と
し
て
特
定
さ
れ
た
も
の
は
、減
価
償

却
費
に
つ
い
て
通
常
の
損
益
処
理
で
は
な
く
、

減
価
償
却
相
当
額
を
資
本
剰
余
金
か
ら
損
益

外
減
価
償
却
累
計
額
と
し
て
減
額
す
る
会
計

処
理
を
行
い
ま
す
。 

　
国
立
大
学
法
人
の
損
益
計
算
書
は
、基
本

的
に
運
営
状
況
を
反
映
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
ま
す
が
、こ
の
よ
う
な
資
産
の
減
価
償

却
相
当
額
は
、各
期
間
に
対
応
す
る
収
益
の

獲
得
が
予
定
さ
れ
ず
、資
産
の
更
新
の
財
源

は
国
が
施
設
費
を
措
置
す
る
仕
組
み
と
さ
れ

て
い
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。 

退
職
給
付
引
当
金 

　
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
、退
職
一
時
金
の
支

払
い
に
充
て
る
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
こ
と

が
明
ら
か
で
あ
れ
ば
、引
当
金
の
計
上
は
不
要

と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

利
益
処
分 

　
損
益
計
算
上
の
利
益
が
生
じ
た
場
合
は
、

ま
ず
前
年
度
か
ら
の
欠
損
を
補
填
し
、残
額

が
あ
れ
ば
原
則
、積
立
金
と
し
て
赤
字
の
補

填
に
の
み
使
用
可
能
と
さ
れ
ま
す
。
文
部
科

学
大
臣
の
承
認
を
受
け
れ
ば
、中
期
計
画
の

範
囲
内
に
お
い
て
、国
立
大
学
法
人
の
裁
量

に
よ
り
例
え
ば
教
育
研
究
の
質
の
向
上
な
ど

に
使
用
で
き
る
目
的
積
立
金
と
し
て
処
理
し

ま
す
。 

図
書 

　
教
育
研
究
の
た
め
に
使
用
す
る
図
書
は
金

額
の
如
何
に
関
わ
ら
ず
資
産
計
上
し
ま
す
。使

用
中
は
減
価
償
却
処
理
を
行
わ
ず
、除
却
時
に

全
額
を
費
用
処
理
し
ま
す
。 

     

は
じ
め
に 

　
法
人
化
後
最
初
の
年
度
で
あ
る
平
成

１６
事
業
年
度
決
算
に
係
る
財
務
諸
表
に

つ
い
て
、徳
島
大
学
で
は
、監
事
の
監
査
及

び
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受
け
た
う
え
で
、

平
成
１７
年
６
月
３０
日
に
文
部
科
学
大
臣

に
提
出
し
、平
成
１７
年
８
月
２９
日
に
、提

出
し
た
財
務
諸
表（
利
益
の
処
分
に
関
す

る
書
類
を
除
く
。
）の
と
お
り
文
部
科
学

大
臣
の
承
認
を
受
け
ま
し
た
。 

 

こ
こ
で
は
、国
立
大
学
法
人
会
計
基
準

は
、企
業
会
計
原
則
を
基
と
し
つ
つ
い
く

つ
か
必
要
な
修
正
を
行
っ
て
作
成
さ
れ
て

い
る
こ
と
、法
人
化
初
年
度
特
有
の
移
行

に
伴
う
会
計
処
理
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を

踏
ま
え
な
が
ら
、本
学
の
決
算
の
状
況
に

つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。 

  国
立
大
学
法
人 

会
計
基
準
の
特
徴 

 　
国
立
大
学
法
人
の
財
務
諸
表
は
、国
立

大
学
法
人
会
計
基
準
及
び
国
立
大
学
法

人
会
計
基
準
注
解
並
び
に
国
立
大
学
法

人
会
計
基
準
に
関
す
る
実
務
指
針
に
従
っ

て
作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

　
国
立
大
学
法
人
会
計
基
準
は
、企
業
会

計
原
則
を
原
則
と
し
つ
つ
、独
立
行
政
法

人
会
計
基
準
を
基
礎
と
し
て
、国
立
大
学

法
人
の
主
た
る
業
務
内
容
が
教
育
・
研
究

で
あ
る
こ
と
、学
生
納
付
金
や
附
属
病
院

収
入
等
の
固
有
多
額
の
収
入
を
有
す
る
こ

と
、国
立
大
学
法
人
間
に
お
け
る
一
定
の
統

一
的
取
り
扱
い
が
必
要
と
さ
れ
る
こ
と
な

ど
の
特
性
に
配
慮
し
て
、必
要
な
修
正
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。 

　
財
務
諸
表
を
理
解
す
る
に
当
た
っ
て
、

国
立
大
学
法
人
特
有
の
会
計
の
取
扱
い
を

知
っ
て
お
く
こ
と
が
肝
要
で
す
。
企
業
会

計
と
比
較
し
て
の
国
立
大
学
法
人
の
特
徴

的
な
会
計
の
取
扱
い
は
別
掲
の
と
お
り
で

す
。 

 

      

決
算
の
概
要 

  

１ 

貸
借
対
照
表 

■
資
産
の
部 

徳
島
大
学
の
資
産
の
総
額
は
１
０
０
，０
４

０
百
万
円
で
、う
ち
、土
地
が
４
４
，８
６
４

百
万
円
、建
物
・
研
究
機
器
等
が
３
９
，２

１
９
百
万
円
、教
育
研
究
用
の
図
書
が
２
，

８
３
７
百
万
円
、現
金
及
び
預
金
８
，６
３

８
百
万
円
な
ど
で
す
。 

■
負
債
の
部 

　
負
債
の
総
額
は
５
２
，６
９
０
百
万
円
で
、

う
ち
、固
定
負
債
は
、償
却
資
産
を
承
継
・

取
得
し
た
場
合
に
当
該
資
産
の
見
返
と
し

て
計
上
し
、減
価
償
却
処
理
に
よ
り
費
用

が
発
生
す
る
都
度
、取
り
崩
し
て
収
益
化

す
る
取
り
扱
い
と
さ
れ
る
資
産
見

返
負
債
が
６
，３
０
０
百
万
円
、長

期
借
入
金
が
３
２
，０
５
９
百
万
円

（
国
立
学
校
特
別
会
計
か
ら
独
立

行
政
法
人
国
立
大
学
財
務
・
経
営

セ
ン
タ
ー
が
承
継
し
た
財
政
投
融

資
資
金
借
入
金
等
の
う
ち
、徳
島

大
学
が
債
務
を
負
担
す
る
こ
と
と

さ
れ
た
相
当
額
及
び
法
人
化
後
に

お
け
る
借
入
金
が
２
８
，９
９
４
百

万
円
、産
業
投
融
資
特
別
会
計
借

入
金
が
３
，０
６
５
百
万
円
）で
、国

立
学
校
時
代
か
ら
承
継
し
た
長
期

借
入
金
債
務
が
他
の
大
学
に
比
べ

て
多
額
に
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
流

動
負
債
は
、退
職
給
付
の
未
執
行

額
で
あ
る
運
営
費
交
付
金
債
務
が

６
７
７
百
万
円
、未
執
行
の
寄
附

金
で
あ
る
寄
附
金
債
務
が
４
，９
１

２
百
万
円
な
ど
で
す
。
運
営
費
交

付
金
債
務
は
後
年
度
の
退
職
給
付

に
、寄
附
金
債
務
は
後
年
度
に
実

施
さ
れ
る
寄
附
金
事
業
に
充
て
ら

れ
る
も
の
で
、企
業
会
計
に
お
け

る
債
務
と
異
な
り
ま
す
。 

■
資
本
の
部 

　
資
本
の
部
の
総
額
は
４
７
，３
５
０
百
万

円
で
、資
本
金
が
４
６
，７
４
５
百
万
円
で

す
。
資
本
金
は
、出
資
対
象
財
産
の
評
価

額
か
ら
国
か
ら
承
継
し
た
借
入
金
を
差
し

引
い
た
差
額
と
し
て
算
定
す
る
仕
組
み
と

さ
れ
、全
額
に
つ
い
て
現
物
出
資
と
な
っ
て

い
ま
す
。 

　
資
本
剰
余
金
は
、会
計
基
準
の
と
こ
ろ

で
述
べ
た
よ
う
に
、国
か
ら
出
資
さ
れ
た

教
育
・
研
究
用
の
建
物
等
に
つ
い
て
は
、減

価
償
却
に
見
合
う
収
益
の
獲
得
が
見
込
め

な
い
こ
と
か
ら
、減
価
償
却
処
理
を
損
益

計
算
に
反
映
さ
せ
ず
、資
本
剰
余
金
か
ら

控
除
す
る
取
り
扱
い
と
さ
れ
、資
本
剰
余

金
１
，８
８
２
百
万
円
か
ら
、損
益
外
減
価

償
却
累
計
額
２
，０
３
０
百
万
円
を
差
し

引
い
た
△
１
４
８
百
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
利
益
剰
余
金
は
７
５
３
百
万
円
で
、そ

の
全
額
が
当
期
利
益
で
す
。 

  

２ 

損
益
計
算
書 

■
経
常
費
用 

　
経
常
費
用
の
総
額
は
３
５
，１
３
４
百
万

円
で
あ
り
、業
務
費
に
つ
い
て
は
支
出
の
目

的
に
応
じ
て
表
示
し
て
い
ま
す
。
人
件
費

を
除
く
教
育
経
費
は
１
，５
０
３
百
万
円
、

研
究
経
費
は
１
，６
５
０
百
万
円
、診
療
経

費
は
９
，１
１
７
百
万
円
、人
件
費
は
１
８
，

５
５
６
百
万
円
で
す
。 

■
経
常
収
益 

　
経
常
収
益
の
総
額
は
３
５
，１
７
４
百
万

円
で
あ
り
、運
営
費
交
付
金
収
益
が
１
４
，

２
５
０
百
万
円
、授
業
料
等
学
生
納
付
金

収
益
が
４
，４
９
６
百
万
円
、附
属
病
院
収

益
が
１
３
，２
３
２
百
万
円
、受
託
研
究
等

収
益
が
１
，１
１
４
百
万
円
で
す
。
ま
た
、

資
産
見
返
負
債
戻
入
を
１
，０
４
６
百
万

円
計
上
し
て
い
ま
す
が
、こ
れ
は
、運
営
費

交
付
金
、授
業
料
、寄
附
金
及
び
国
か
ら

承
継
さ
れ
物
品
等
の
償
却
資
産
に
つ
い
て
、

そ
の
同
額
を
取
得
財
源
か
ら
貸
借
対
照
表

の
負
債
に
振
替
え
、当
該
資
産
の
減
価
償

却
処
理
を
行
う
都
度
、そ
の
同
額
を
取
り

崩
し
の
上
収
益
化
し
、損
益
を
均
衡
さ
せ

る
国
立
大
学
法
人
特
有
の
会
計
処
理
に

よ
る
も
の
で
す
。 

 

■
経
常
利
益
、臨
時
損
益
及
び 

当
期
総
利
益 

　
経
常
収
益
か
ら
経
常
費
用
を
差
し
引
い

た
経
常
利
益
は
４０
百
万
円
で
す
。
法
人
化

初
年
度
の
特
殊
要
因
と
し
て
国
か
ら
の
物

品
受
贈
等
に
係
る
臨
時
利
益
が
２
，６
１

１
百
万
円
、そ
れ
に
関
連
す
る
臨
時
損
失

が
１
，８
９
８
百
万
円
で
、差
引
臨
時
利
益

が
７
１
３
百
万
円
あ
り
、当
期
純
利
益
は

７
５
３
百
万
円
で
す
。 

  

徳
島
大
学
の
平
成
１６
事
業
年
度
決
算
の
概
要
に
つ
い
て 
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速報 
国
立
大
学
法
人
と
な
っ
て 

最
初
の
決
算
、 

文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を 

受
け
ま
し
た
。 

初
年
度
の
決
算
で 

マ
ス
コ
ミ
に
も
大
い
に 

注
目
さ
れ
ま
し
た
。 

支
出
面
で
は
経
費
節
減
の
努
力 

が
如
実
に
表
わ
れ
、 

収
入
面
で
は
附
属
病
院
収
入
の 

増
収
が
キ
ラ
リ
と
光
っ
て
い
ま
す
。 

経
常
利
益
は
４
千
万
円
で 

す
べ
り
出
し
と
し
て
は 

ま
ず
ま
ず
の
で
き
映
え
で
す
。 

  

理
事[

管
理
担
当] 

中
村 

廣
志 

な
か
む
ら 

ひ
ろ
し 



  

　
み
ん
な
で
地
球
温
暖
化
防
止
に
取
り
組

も
う
。 

　
徳
島
大
学
で
は
、平
成
１７
年
７
月
７
日

に
ＣＯ２
削
減
行
動
計
画
を
決
定
し
、７
月
１２

日
よ
り
取
り
組
む
こ
と
と
し
ま
し
た
。こ

れ
は
、本
学
に
お
い
て
２
０
０
４
年
度
に
対

し
て
２
０
０
５
年
度
か
ら
２
０
１
０
年
度

の
６
年
間
で
ＣＯ２
排
出
量
を
１０
％
削
減
す
る

こ
と
を
目
標
と
し
、積
極
的
に
ＣＯ２
削
減
行

動
を
実
行
し
な
が
ら
地
球
温
暖
化
の
防
止

を
図
っ
て
い
こ
う
と
い
う
計
画
で
す
。
地
球

温
暖
化
の
問
題
は
、目
に
見
え
る
形
で
じ

か
に
意
識
で
き
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

よ
っ
て
、教
職
員
だ
け
で
は
な
く
学
生
を
も

含
め
た
大
学
構
成
員
全
員
で
そ
の
重
要
性

を
認
識
し
、生
活
行
動
の
す
べ
て
の
面
か

ら
意
識
し
て
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

行
動
計
画
に
は
毎
月
第
２
、第
４
金
曜
日

の
通
勤
・
通
学
ノ
ー
カ
ー
デ
ー
を
は
じ
め
、

冷
暖
房
の
温
度
設
定
（
夏
場
２８
℃
、冬
場

２０
℃
）、電
灯
の
こ
ま
め
な
消
灯
、３
階
ま

で
の
移
動
は
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
使
用
を
極

力
控
え
る
、昼
休
み
の
一
斉
消
灯
、ペ
ー
パ

ー
レ
ス
化
、紙
の
両
面
使
用
の
推
進
な
ど

が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。 

　
本
計
画
を
実
行
す
る
に
あ
た
っ
て
学
内

で
標
語
募
集
を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
結
果

教
職
員
、学
生
か
ら
９０
件
の
応
募
が
あ
り

工
学
部
化
学
応
用
工
学
科 

河
内
哲
史
さ

ん
の「
変
え
よ
う 

地
球
に
優
し
い 

徳
大

へ
」が
最
優
秀
賞
に
選
ば
れ
、採
用
さ
れ
ま

し
た
。ま
た
、優
秀
賞
と
し
て
医
学
・
歯
学
・

薬
学
部
等
事
務
部
総
務
課 

矢
野
和
規
さ

ん
の「
省
エ
ネ
は 

身
近
な
こ
と
の 

積
み
重

ね
」
、医
学
部
・
歯
学
部
附
属
病
院
看
護
部

皮
膚
科
外
来 

森
北
晴
美
さ
ん
の「
愛
し
て

ま
す
か
？
あ
な
た
の
地
球
」
の
２
件
が
選

出
さ
れ
、９
月
１２
日
に
学
長
室
で
３
名
の

表
彰
式
が
行
わ
れ
記
念
品
が
贈
ら
れ
ま
し

た
。 

　「
変
え
よ
う 

地
球
に
優
し
い 

徳
大
へ
」

を
合
い
言
葉
に
皆
さ
ん
一
人
一
人
が
、ま
ず

は
身
の
回
り
を
見
渡
し
て
み
て
は
ど
う
で

し
ょ
う
か
？ 

き
っ
と
、
ＣＯ２
削
減
で
き
る
何

か
が
あ
る
は
ず
で
す
。
わ
た
し
達
が
生
き

て
い
く
地
球
を
徳
大
か
ら
変
え
て
い
き
ま

し
ょ
う
。
皆
さ
ん
の
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。 

  ＣＯ２
削
減
行
動
計
画
の
標
語
決
定 

「
変
え
よ
う 

地
球
に
優
し
い 

徳
大
へ
」 

表３平成１６年度予算･決算の要旨 
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日　単位：百万円） 

収入 
運営費交付金 
施設整備費補助金 
施設整備資金貸付金償還時補助金 
自己収入 
授業料、入学金及び検定料収入 
附属病院収入 
雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
長期借入金収入 

支出 
業務費 
教育研究経費 
診療経費 
一般管理費 

施設整備費 
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
長期借入金償還金 

収入－支出 

4,460

0

△862

0

△28

△602

343

231

5,403

△53

△2,038

△1,541

△869

△341

△331

△915

437

△19

6,498

37,932

15,671

927

69

16,817

4,439

12,283

95

1,928

2,520

37,932

30,050

16,041

11,733

2,276

3,447

1,928

2,507

0

42,392

15,671

65

69

16,789

3,837

12,626

326

7,331

2,467

35,894

28,509

15,172

11,392

1,945

2,532

2,365

2,488

6,498

区分 予算額 決算額 差額  
   (決算－予算)

区分 
業務費用 
損益計算書上の費用 
業務費 
一般管理費 
財務費用 
臨時損失 

自己収入等(控除) 
授業料、入学料、検定料収益 
附属病院収益 
受託研究、受託事業等収益 
寄附金収益 
資産見返負債戻入※ 
雑益 
臨時利益 

損益外減価償却費相当額 
引当外退職給付見積額 
機会費用 
国庫納付額（控除） 
国立大学法人等業務実施コスト 

金額

17,163

37,032

32,056

2,406

672

1,898

－19,869

－4,496

－13,232

－1,114

－825

－23

－178

－1

2,050

－246

762

－0

19,729

表４国立大学法人等業務実施コスト計算書の要旨 
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日　単位：百万円） 

注）運営費交付金による物品購入、国からの受贈物品により生じた資産見
返負債からの戻し入れは含まないので、損益計算書の資産見返負債戻入と
金額が異なる。 

　
経
常
利
益
が
４０
百
万
円
生
じ
た
理
由
は
、

附
属
病
院
に
よ
る
収
支
改
善
の
努
力
に
よ

る
と
い
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。
官
庁
会
計

に
お
け
る
現
金
主
義
か
ら
企
業
会
計
に
お

け
る
発
生
主
義
に
変
更
に
な
っ
た
こ
と
な

ど
会
計
ル
ー
ル
に
よ
る
変
更
が
大
き
く
影

響
し
て
お
り
、予
算
に
お
い
て
収
支
均
衡

が
図
ら
れ
た
こ
と
か
ら
、長
期
借
入
金
元

本
の
償
還
額
と
病
院
建
物
等
の
減
価
償

却
に
よ
る
タ
イ
ム
ラ
グ
に
よ
り
損
益
が
生

じ
る
仕
組
み
に
な
っ
て
お
り
、本
学
で
は
償

還
額（
１
，７
７
４
百
万
円
）よ
り
減
価
償

却
費（
２
，９
５
５
百
万
円
）が
大
き
く
、そ

れ
だ
け
で
差
引
１
，１
８
１
百
万
円
の
損
失

を
認
識
さ
せ
る
会
計
処
理
に
な
っ
て
い
ま

す
。 

　
そ
こ
で
、従
前
の
官
庁
会
計
に
よ
る
当

初
の
予
算
と
そ
の
決
算
額
を
比
較
し
た
の

が
表
３
で
す
。
収
入
か
ら
支
出
を
差
し
引

い
た
余
剰
額
は
６
，４
９
８
百
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。
産
学
連
携
等
研
究
経
費
及
び

寄
附
金
事
業
費
等
の
い
わ
ゆ
る
外
部
資
金

事
業
で
４
，９
６
６
百
万
円
の
余
剰
が
生
じ

て
お
り（
こ
れ
は
後
年
度
に
お
け
る
寄
附

金
事
業
等
に
充
て
ら
れ
ま
す
。
）、運
営
費

交
付
金
対
象
事
業
の
余
剰
額
は
、承
継
剰

余
金
を
含
め
て
１
，５
３
２
百
万
円
で
あ
る

こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。 

 

運
営
費
交
付
金
対
象
事
業
に
余
剰
額
が

生
じ
た
理
由
を
見
て
み
ま
す
と
、収
入
に

つ
い
て
は
、授
業
料
等
収
入
の
減
は
、平
成

１７
年
度
入
学
者
に
係
る
前
倒
し
収
納
を

行
わ
な
か
っ
た
こ
と
が
主
な
原
因
で
あ
り
、

仕
方
の
な
い
こ
と
で
す
が
、そ
の
分
を
附

属
病
院
の
診
療
収
入
３
４
３
百
万
円
及
び

雑
収
入
２
３
１
百
万
円（
国
か
ら
の
承
継

剰
余
金
に
よ
る
増
収
分
１
０
９
百
万
円
を

含
む
。
）の
増
収
で
カ
バ
ー
し
て
い
ま
す
。一

方
支
出
に
目
を
移
し
ま
す
と
、業
務
費
で

１
，５
４
１
百
万
円
の
余
剰
が
生
じ
て
い
る

こ
と
が
見
て
と
れ
ま
す
。こ
れ
に
は
常
勤

教
職
員
の
人
件
費
が
含
ま
れ
、定
員
削
減

な
ど
の
努
力
を
初
年
度
か
ら
行
っ
た
結
果
、

退
職
金
の
不
要
額
を
含
む
人
件
費
の
余

剰
額
１
，１
４
３
百
万
円
を
生
み
出
し
て
お

り
、物
件
費
の
節
減
額
は
３
９
８
百
万
円

で
す
。
さ
ら
に
人
件
費
の
ほ
と
ん
ど
が
教

育
研
究
経
費
及
び
一
般
管
理
費
に
含
ま
れ

て
お
り
、物
件
費
の
節
減
額
は
そ
の
ほ
と

ん
ど
が
診
療
経
費
の
節
減
に
よ
っ
て
行
わ

れ
た
と
言
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

 

３ 

国
立
大
学
法
人
等 

    

業
務
実
施
コ
ス
ト
計
算
書 

　
国
民
の
負
担
に
帰
す
べ
き
実
質
的
な
コ

ス
ト
は
１
９
，７
２
９
百
万
円
で
す
。こ
の

額
は
、損
益
計
算
書
を
基
礎
と
し
つ
つ
、納

税
者
た
る
国
民
の
負
担
と
は
な
ら
な
い
自

己
収
入
等
を
控
除
し
、損
益
外
処
理
や
機

会
費
用
に
つ
い
て
加
算
し
て
計
算
し
た
も

の
で
、国
立
大
学
法
人
の
業
務
運
営
に
関

し
て
国
民
の
負
担
に
帰
せ
ら
れ
る
現
在
及

び
将
来
の
コ
ス
ト
を
表
示
し
て
い
ま
す
。我
々

は
こ
の
コ
ス
ト
に
も
十
分
注
意
を
払
っ
て
、

教
育
研
究
活
動
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。 
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